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集 令 和 ３ 年 度  決 算 報 告

一般会計・特別会計・基金現在高・市債残高

一般会計・特別会計・決算総額

　令和３年度市の一般会計・特別会計の決算を報告します。納められた税金や、
国・県からの補助金などがどのように使われたのかをお知らせします。

財政課
　995-1801

用 語 解 説

　歳入　自主財源　
市税▶︎市民税、固定資産税、軽自動車税など
繰入金▶︎基金の繰入金など
諸収入▶︎延滞金、預金利子、雑入、貸付収入
など

繰越金▶︎前年度の剰余金
その他▶︎分担金、負担金、使用料、手数料、財
産収入、寄付金など

　歳入　依存財源　

国庫支出金▶︎国から交付される補助金など
市債▶︎借入金
県支出金▶︎県から交付される補助金など
その他▶︎地方交付税、地方消費税交付金、地
方譲与税、利子割交付金など

　歳　出　

民生費▶︎障がい者や高齢者の福祉サービス、
保育園、子育て支援、生活保護費など

土木費▶︎道路、河川、公園の維持・管理費など
教育費▶︎幼稚園や小・中学校、社会教育やス
ポーツなどの費用

衛生費▶︎病気予防やごみ処理などの費用
総務費▶︎庁舎や財産の管理、税金の徴収、戸
籍事務などの費用、特別定額給付金など

公債費▶︎借入金の返済金
その他▶︎消防費、農林水産業費、労働費、商工
費、議会費、災害復旧費など
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市税
95億3,048万円
市税
95億3,048万円

諸収入
7億5,913万円
諸収入
7億5,913万円

繰越金
4億2,422万円
繰越金
4億2,422万円

民生費
66億6,087万円
民生費
66億6,087万円

土木費
30億5,749万円
土木費
30億5,749万円
衛生費
29億2,098万円
衛生費
29億2,098万円

公債費
24億4,415万円
公債費
24億4,415万円

教育費
23億3,465万円
教育費
23億3,465万円

総務費
20億9,485万円
総務費
20億9,485万円

その他
25億6,312万円
その他
25億6,312万円

市債
14億9,090万円
市債
14億9,090万円

その他
27億5,473万円
その他
27億5,473万円

国庫支出金
48億7,137万円
国庫支出金
48億7,137万円

県支出金
11億7,280万円
県支出金
11億7,280万円

その他
5億8,218万円
その他
5億8,218万円
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13億4,025万円
繰入金
13億4,025万円
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市税
95億3,048万円
市税
95億3,048万円

諸収入
7億5,913万円
諸収入
7億5,913万円

繰越金
4億2,422万円
繰越金
4億2,422万円

民生費
66億6,087万円
民生費
66億6,087万円

土木費
30億5,749万円
土木費
30億5,749万円
衛生費
29億2,098万円
衛生費
29億2,098万円

公債費
24億4,415万円
公債費
24億4,415万円

教育費
23億3,465万円
教育費
23億3,465万円

総務費
20億9,485万円
総務費
20億9,485万円

その他
25億6,312万円
その他
25億6,312万円

市債
14億9,090万円
市債
14億9,090万円

その他
27億5,473万円
その他
27億5,473万円

国庫支出金
48億7,137万円
国庫支出金
48億7,137万円

県支出金
11億7,280万円
県支出金
11億7,280万円

その他
5億8,218万円
その他
5億8,218万円

歳入
自主
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55.1%

自主
財源
55.1%44.9%

依存
財源
44.9%

依存
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44.9%

繰入金
13億4,025万円
繰入金
13億4,025万円

歳入総額 341億7,153万円
令和２年度：374億2,502万円

対前年度比　▲8.7％　▲32億5,349万円 

歳出総額 322億3,336万円
令和２年度：362億9,864万円

対前年度比　▲11.2％　▲40億6,528万円

歳入総額 229億2,606万円
令和２年度：282億5,988万円

対前年度比　▲18.9％　▲53億3,382万円

歳出総額 220億7,611万円
令和２年度：275億2,566万円

対前年度比　▲19.8％　▲54億4,955万円

一 般 会 計
収
支

実質収支額 ７億7,726万円 ●実質単年度収支▶︎単年度収支に基金積立などの黒字的要素を加算し、
赤字的要素の財政調整基金取り崩し額を減じた実質的な収支額です。
令和３年度は財源不足に対応するため財政調整基金を４億6,163万円
取り崩しています。

単年度収支額 １億6,664万円
実質単年度収支額 ▲１億4,981万円
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■地方債と基金現在高

※地方債は家計に例えると借金に、
　基金は貯金にあたるものです。

令和３年度
現在高

令和２年度
現在高 増減額 市民１人あたり

地 方 債 186億4,717万円 194億6,307万円 ▲8億1,590万円 37万2千円
基 金 61億3,842万円 59億6,332万円 1億7,510万円 12万3千円
う ち 財 政 調 整 基 金 35億3,667万円 36億8,822万円 ▲1億5,155万円 7万1千円
う ち 都 市 施 設 建 設 基 金 7億2,901万円 9億5,820万円 ▲2億2,919万円 1万5千円
うち学校教育施設整備基金 4億2,030万円 4億3,299万円 ▲1,269万円 8千円

※住民基本台帳人口（令和４年３月31日現在）50,089人をもとに計算

■主要３基金（財政調整・都市施設建設・学校教育
　施設整備）の残高・取崩額推移

■地方債残高・地方債発行額・公債費の推移

令和３年度決算額 令和２年度決算額 対前年度比
国 民 健 康 保 険 50億5,510万円 49億1,971万円 2.8% 1億3,539万円
後期高齢者医療事業 6億　704万円 6億　461万円 0.4% 243万円
介 護 保 険 37億7,071万円 35億9,445万円 4.9% 1億7,626万円
土 地 取 得 6万円 26万円 ▲78.1% ▲20万円
墓 地 事 業 2,734万円 4,611万円 ▲40.7% ▲1,877万円
企業版ふるさと納税地方創生 17億8,523万円 ー 皆増 17億8,523万円
合 計 112億4,548万円 91億6,514万円 22.7% 20億8,034万円

令和３年度決算額 令和２年度決算額 対前年度比
国 民 健 康 保 険 48億3,687万円 46億6,981万円 3.6% 1億6,706万円
後期高齢者医療事業 6億　131万円 5億9,911万円 0.4% 220万円
介 護 保 険 36億2,894万円 34億6,128万円 4.8% 1億6,766万円
土 地 取 得 6万円 26万円 ▲78.0% ▲20万円
墓 地 事 業 2,372万円 4,252万円 ▲44.2% ▲1,880万円
企業版ふるさと納税地方創生 10億6,635万円 ー 皆増 10億6,635万円
合 計 101億5,725万円 87億7,298万円 15.8% 13億8,427万円

※水道事業会計・下水道事業会計・簡易水道事業会計は７ページに掲載しています。

※平成21年度の基金（預金）残高は、全体で114億4,286万円でしたが、平成22年度から不足する財源を基金から取り崩して
賄っています。令和３年度の基金現在高は61億3,842万円となっています。

特 別 会 計

　特集｜令和３年度 決算報告

財産などの状況
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　地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づき、令和３年度の健全化判断比率と資金不足比率を
公表します。各指標の数値は早期健全化基準と財政再生基準を大きく下回り、健全な財政運営を行って
います。

■令和３年度健全化判断比率
　健全化判断比率とは、市の標準財政規模の数値などを用いて、赤字や借金の比率を計算したものです。次の
４つの指標から財政の健全度が判断され、いずれかが一定の基準を超えた場合は新規の借り入れが制限される
などの制約があり、財政の健全化を図らなければなりません。

指標名 数値 早期健全化基準
（黄信号）

財政再生基準
（赤信号）

1．実質赤字比率 ―(黒字) 13.03% 20%
2．連結実質赤字比率 ―(黒字) 18.03% 30%
3．実質公債費比率 11.2% 25% 35%
4．将来負担比率 47.8% 350%

■令和３年度資金不足比率
　公営企業会計ごとの赤字が、事業の規模に対してどの程度であるかを示すものです。赤字は発生していない
ので数値はありません。

指標名 水度事業会計 下水道事業会計 簡易水道
事業会計 経営健全化基準

資金不足比率 ―(黒字) ―(黒字) ―(黒字) 20%

１．実質赤字比率
　一般会計の収支が赤字となった場合の指標です。財
政運営の悪化の度合いを示します。家庭に置き換える
と、年間収支の赤字が１年間の給料に対してどのくら
いの割合であるかを表したものです。赤字は発生して
いないので数値はありません。

計算式：一般会計赤字額÷市の標準財政規模

２．連結実質赤字比率
　一般会計と国民健康保険などの特別会計すべての実
質収支の合計が赤字である場合の指標です。地方公共
団体全体としての財政運営の悪化の度合いを示します。
赤字は発生していないので数値はありません。

計算式：全会計赤字総額÷市の標準財政規模

３．実質公債費比率
　1年間のうちに借金返済に支出された額の標準財政

規模に対する割合を表した指標です。資金繰りの程度
を示します。家庭に置き換えると、１年間の給料に対
する１年間の借金返済額の割合を表したものです。

計算式：１年間の借金返済額÷市の標準財政規模

４．将来負担比率
　特別会計、第３セクターまで含めた市の負債総額か
ら積立金などを引いたものの標準財政規模に対する比
率を表した指標です。将来財政を圧迫する可能性の度
合いを示します。家庭に置き換えると、１年間の給料
に対して何年分の借金があるかを表す指標です。この
指標が350％（標準財政規模の3.5年分）を超えると
早期健全化団体となります。
　　計算式：（負債残高総額－積立金等総額）÷
　　　　　　市の標準財政規模	
	

特集｜令和３年度 決算報告　

※地方公共団体の一般財源
の標準規模を示すもので、
令和3年度の当市の標準財
源規模は約122億円です。
この数値は市税などに基
づいて計算された数値で、
家庭に置きかえると給料
になります。

財政の健全度を判断する４つの指標

財政健全化比率・資金不足比率
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　水道事業会計、下水道事業会計、簡易水道事業会計の令和３年度決算の
状況を報告します。各会計とも、施設の維持管理を行うための収益的収支
と、施設の整備や更新を行うための資本的収支からなっています。

上下水道経営課
　995-1836

※決算額に消費税は含まれていません。

水道事業会計・下水道事業会計
簡易水道事業会計

■簡易水道事業会計

■下水道事業会計

■水道事業会計

　特集｜令和３年度 決算報告

資本的
支出

資本的
収入

支出合計 3億2,190万円

収入合計 2,072万円

3億118万円

2億6,205万
円

3億5,959万
円

1,364万円

1万円

7,884万円1億3,556万円

収益的
支出

収益的
収入

支出合計 6億3,529万円

収入合計 9億152万円

2,072万円

6億8,712万円

2億6,623万
円

給水収益 その他長期前受金戻入

純利益
支払利息減価償却費

建設改良費 企業債元金償還金

その他
営業費用（減価償却費以外）

不足額（※）
（※）損益勘定留保資金などで補填
負担金

２億3,654万円 8,536万円

2億4,972万円 4億179万円

2億8,155万
円

2億645万
円

2億3,974万
円

91万円
1,273万円

収益的
収入

収益的
支出 3億8,118万円２億4,689万円

下水道使用料
長期前受金戻入

一般会計繰入金
その他

その他

8,671万円

純利益
減価償却費

営業費用（減価償却費以外）
支払利息

2億4,152万円 1億8,600万
円

2,553万円

1億6,040万
円

資本的
収入

資本的
支出

3,806万円

国庫補助金
企業債 その他（受益者負担金など）

建設改良費 企業債元金償還

68万円

収入合計 7億2,842万円 収入合計 4億9,111万円

支出合計 6億5,151万円支出合計 7億1,569万円

不足額（※）

（※）損益勘定留保資金などで補填

一般会計出資金

資本的
支出

資本的
収入

支出合計 1,370万円

収入合計 1,226万円

1,226万円

3,451万円 1,742万円

12万円88万円

19万円

収益的
支出

収益的
収入

支出合計 5,224万円

収入合計 5,312万円

144万円

2,484万円 1,423万円 1,405万円

給水収益 その他長期前受金戻入

純利益
支払利息減価償却費

建設改良費 企業債元金償還金

その他
営業費用（減価償却費以外）

不足額（※）
（※）損益勘定留保資金などで補填
一般会計出資金

1,027万円 343万円
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